
資料Ⅲ（各サービスごと） 

１. 各サービス共通 



①  設備に関する基準（設備の用途変更等） 

指定時の設備の用途を変更する場合は、変更後１０日以内に届出を行ってください。 

 

Ｔｉｐｓ） 特に有料老人ホーム等に併設の事業所などの場合は、起こりやすい問題か

もしれません。指定時に届け出た事業所（施設）において、業務を行えてい

るか改めて確認してみてください。 

 

 

②  運営に関する基準（内容及び手続きの説明及び同意） 

各サービス事業者は、サービスの提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者等又は

その家族に対し、重要事項を記した文書を交付して説明を行い、当該提供の開始について

利用申込者等の同意を得なければならない。 

 

Ｔｉｐｓ） 重要事項説明書に記載すべき内容は、概ね上記のとおりですが、サービ

スにより一部異なります。記載が必要な事項については基準省令を確認し

てください。 

      なお、苦情処理の体制としては、事業所（施設）の相談窓口とともに、

和歌山市の被保険者については、市町村の窓口として、和歌山市指導監査

課・介護保険課の連絡先、和歌山県国民健康保険団体連合会の連絡先等を

記載してください。 

【指導事例】 

・指定時の設備の用途が無届けで変更されている。 

・指定時に届け出た事業所（施設）以外の場所（サテライト型事業所を除く。）で業務を

行っている。 

・リネン室に掃除道具等の不潔物が置かれている。 

【指導事例】 

・ 重要事項説明書に記載すべき内容が記載されていない。 

（記載不足の例）運営規程の概要（利用料金・加算についての説明等を含む。） 

従業者の勤務体制 

秘密の保持 

事故発生時の対応 

苦情処理の体制 

提供するサービスの第三者評価の実施状況（実施の有無、実施した

直近の年月日、実施した評価機関の名称、評価結果の開示状況） 

・ 重要事項説明書、運営規程又は契約書の内容に相違がある。 

・ 重要事項説明書及び契約書に記載されている記録の保存年数が「サービスを提供した

日から５年間」を満たすものになっていない。 



③  運営に関する基準（保険外サービス） 

保険外のサービスを提供する場合は、以下の通知を参考に実施すること。なお、当該通

知では、介護保険サービスと保険外サービスの組み合わせとして想定される事例ごとに、

具体的な取扱いが示されており、例えば、訪問介護事業所において、保険外サービスを実

施する場合の留意点としては以下のように示されています。 

 

・ 介護保険給付の対象となる指定訪問介護のサービスと明確に区分されるサービス 

については、次のような方法により別の料金設定をして差し支えない。 

イ 利用者に、当該事業が指定訪問介護の事業とは別事業であり、当該サービスが介

護保険給付の対象とならないサービスであることを説明し、理解を得ること。 

ロ 当該事業の目的、運営方針、利用料等が、指定訪問介護事業所の運営規程とは 

別に定められていること。 

ハ 会計が指定訪問介護の事業の会計と区分されていること。 

 

（参考） 「介護保険サービスと保険外サービスを組み合わせて提供する場合の取扱い

について」（平成３０年９月２８日老推発０９２８第１号・老高発０９２８第

１号・老振発０９２８第１号） 

 

 

 

④  運営に関する基準（利用料等の受領） 

介護保険サービスの利用に係る自己負担額については、サービス類型やサービス内容 

によって医療費控除の対象となるため、事業者が毎月作成する領収書において、「医療

費控除の対象となる金額」を記載する必要があります。また、居宅介護事業者が医療費

控除の対象となるサービスを提供した場合は、上記のほか、「居宅サービス計画を作成

した介護支援事業者名」についても記載することとされています。 

 

（参考） 「介護保険制度下での居宅サービス等の対価に係る医療費控除等の取扱いに

ついて」（平成２５年１月２５日事務連絡） 

     「「介護保険制度下での介護サービスの対価に係る医療費控除の

取扱いに係る留意点について」の一部改正について」（平成３０年９月２８

日老振発０９２８・第２号老老発０９２８第３号） 

https://www.wam.go.jp/gyoseiShiryou-

【指導事例】 

・ 保険外サービスの運営について不備がある。 

【指導事例】 

・ 医療費控除に係る記載を適切に行っていない。 

https://www.wam.go.jp/gyoseiShiryou-files/documents/2018/0928174308379/ksvol678.pdf


files/documents/2018/0928174308379/ksvol678.pdf 

 

 

⑤  運営に関する基準（介護サービスの取扱方針（身体的拘束）） 

利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するためやむを得ない場合を除き、身

体的拘束等を行ってはならない。 

 

なお、令和６年度の改正により、訪問系サービス、通所系サービス、福祉用具貸与、特

定福祉用具販売、居宅介護支援及び介護予防支援についても、利用者又は他の利用者等の

生命又は身体を保護するためやむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない

と明文化されたが、他のサービスと同様に、切迫性、非代替性、一時性の観点から、個

別事案ごとに必要性を検討すること。また、３つの要件を満たすかどうかの判断は、担当

のスタッフ個人（または数名）では行わず、事業所（施設）全体としての判断が行われる

ように、あらかじめルールや手続きを定めておく必要がある。 

 

特に、上記の要件を満たさない不適切な身体的拘束については、運営基準に違反するこ

とはもちろんのこと、人格尊重義務違反として行政処分の対象になる可能性があるほか、

刑法上の逮捕・監禁罪等に該当する可能性もあることから、安易に身体的拘束を行うこ

とは絶対に避けること。また、やむを得ず実施せざるを得ない場合でも、身体的拘束は利

用者の人権侵害となり得る行為であることから、利用者・家族に説明し、理解を得たうえ

で実施すること。 

 

 

（参考）「身体拘束ゼロへの手引き」（厚生労働省「身体拘束ゼロ作戦推進会議」） 

 

ａ 切迫性 

（要 件） 利用者本人または他の利用者等の生命または身体が危険にさらされる可

能性が著しく高いこと。 

（留意点） 身体拘束を行うことにより本人の日常生活等に与える悪影響を勘案し、

それでもなお身体拘束を行うことが必要となる程度まで入所者本人等の

生命または身体が危険にさらされる可能性が高いことを、確認する必要

がある。 

    ｂ 非代替性 

（要 件） 身体拘束その他の行動制限を行う以外に代替する介護方法がないこと。 

（留意点） いかなるときでも、まずは身体拘束を行わずに介護するすべての方法の 

【指導事例】 

・ 身体的拘束等を行っているにもかかわらず、その態様及び時間、その際の利用者（入

所者）の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を適切に記載していない。 

https://www.wam.go.jp/gyoseiShiryou-files/documents/2018/0928174308379/ksvol678.pdf


可能性を検討し、利用者本人等の生命または身体を保護するという観点

から、他に代替手法が存在しないことを複数のスタッフで確認する必要

がある。また、拘束の方法自体も、本人の状態像等に応じて最も制限の

少ない方法により行われなければならない。 

ｃ 一時性  

（要 件） 身体拘束その他の行動制限が一時的なものであること。 

（留意点） 本人の状態像等に応じて必要とされる最も短い拘束時間を想定する必要 

がある。 

   

（身体的拘束の例） 

    ａ 徘徊しないように、車いすやいす、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る。 

ｂ 転落しないように、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る。 

ｃ 自分で降りられないように、ベッドを柵（サイドレール）で囲む。 

ｄ 点滴、経管栄養等のチューブを抜かないように、四肢をひも等で縛る。 

ｅ 点滴、経管栄養等のチューブを抜かないように、又は皮膚をかきむしらないよう

に、手指の機能を制限するミトン型の手袋等をつける。 

ｆ 車いすやいすからずり落ちたり、立ち上がったりしないように、Ｙ字型拘束帯や

腰ベルト、車いすテーブルをつける。 

ｇ 立ち上がる能力のある人の立ち上がりを妨げるようないすを使用する。 

ｈ 脱衣やおむつはずしを制限するために、介護衣（つなぎ服）を着せる。 

ｉ 他人への迷惑行為を防ぐために、ベッドなどに体幹や四肢をひも等で縛る。 

ｊ 行動を落ち着かせるために、向精神薬を過剰に服用させる。 

ｋ 自分の意思で開けることのできない居室等に隔離する。 

 

下記減算要件ａ～ｄのいずれか一つでも該当する場合は、身体拘束廃止未実施減算の対

象となるほか、身体的拘束を行ったことがない事業所（施設）であってもｂ、ｃ、ｄのい

【指導事例】 

・ 身体拘束廃止未実施減算が適用となる基準違反を行っている。 

 

《対象サービス》介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療

院、（介護予防）特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、（介

護予防）認知症対応型共同生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、（

介護予防）短期入所生活介護、（介護予防）短期入所療養介護、（介護予防）小規模

多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護 

 

 ※ 短期入所系サービス及び多機能系サービスについても、減算規定が新たに追加され

たため、未実施の場合は減算の対象となる（短期入所系サービス及び多機能系サービ

スについては、令和７年３月３１日までは経過措置。）。 



ずれかが未実施である場合は、当該減算の対象となります。 

 

ａ 身体的拘束等を行う場合の記録を行っていない。 

利用者（入所者）や家族に対し、身体的拘束等の内容、目的、理由、拘束の時間・時

間帯・ 期間等を詳細に説明し、十分な理解を得たうえで、身体的拘束等の態様及び

時間、その際の利用者の心身の状況、緊急やむを得ない理由その他必要な事項を記録

する。 

 

日々の心身の状態等の観察、拘束の必要性や方法に関わる再検討を行うごとにその記

録を行い、ケアスタッフ間、施設全体、家族等関係者の間で直近の情報を共有し、「

緊急やむを得ない場合」に該当するか常に観察、再検討し、要件に該当しなくなった

場合は直ちに解除する。 

 

ｂ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催すると

ともに、その結果について、従業者に周知徹底を図っていない。     

委員会を設置し、身体的拘束等の実施の有無にかかわらず、３月に１回以上開催す

ること。なお、３月に１回とは、前回委員会を開催した日の３月後の日の属する月中

とする（４月１日に開催した場合、次回は７月末までに開催しなければならない。）。 

  

委員会は幅広い職種（例えば、施設長（管理者）、事務長、医師、看護職員、介護職

員、生活相談員等）により構成すること。構成メンバーの責務及び役割分担を明確に

するとともに、専任の身体的拘束等の適正化対応策を担当する者を決めておくこと（

原則、委員の任命は役職ではなく、個人に対して行うとともに、誰が任命されている

のか分かるよう指針等に記載すること。）。 

 

委員会の記録を残すとともに、その結果について、介護職員その他の従業者へ周知す

ること。なお、委員会の内容としては、具体的には、次のようなことが想定されるが、

身体的拘束等を行っていない事業所（施設）においても、身体的拘束等の適正化対策

を検討する内容とすること。 

 

・ 身体的拘束等について報告するための様式を整備すること。 

・ 介護職員その他の従業者は、身体的拘束等の発生ごとにその状況、背景等を記録

するとともに、整備した報告様式に従い、身体的拘束等について報告すること。 

・ 身体的拘束等の適正化のための委員会において、報告された事例を集計し、分析

すること。 

・ 事例の分析に当たっては、身体的拘束等の発生時の状況等を分析し、身体的拘束

等の発生原因、結果等をとりまとめ、当該事例の適正性と適正化策を検討すること。 

・ 報告された事例及び分析結果を従業者に周知徹底すること。 

・ 適正化策を講じた後に、その効果について評価すること。 

 



ｃ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備していない。 

身体的拘束等の実施の有無にかかわらず、事業所（施設）における身体的拘束等の適

正化のための指針を整備することとし、指針には次の項目を盛り込むこと。 

 

・ 事業所（施設）における身体的拘束等の適正化に関する基本的考え方 

・ 身体的拘束適正化検討委員会その他事業所（施設）内の組織に関する事項 

・ 身体的拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針 

・ 事業所（施設）内で発生した身体的拘束等の報告方法等のための方策に関する基

本方針 

・ 身体的拘束等発生時の対応に関する基本方針 

・ 入所者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針 

・ その他身体的拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針 

 

ｄ 身体的拘束等の適正化のための定期的な研修を実施していない。 

身体的拘束等の実施の有無にかかわらず、身体的拘束等の適正化のための指針に基づ

いた研修プログラムを作成し、定期的な教育（年２回以上）を開催するとともに、新

規採用時には必ず身体的拘束等の適正化の研修を実施すること。 

 

研修の実施内容について記録を行い、身体的拘束等の適正化についての内容を含む研

修が実施されたことを客観的に確認できるようにしておくこと。 

 

  

⑥  運営に関する基準（居宅サービス計画・個別サービス計画の作成） 

居宅サービス計画・個別サービス計画の目標や内容等については、利用者（入所者）又

はその家族に理解しやすい方法で説明し、利用者等の同意を得ること。また、当該計画を

利用者等に交付し、交付したことを記録すること。この説明と同意の義務付けは、サービ

ス内容等への利用者等の意向を反映する機会を保障するものであるから留意すること。  

【指導事例】 

・ サービス計画の作成（変更）に当たり、課題分析（アセスメント）を行っていない。 

・ サービス計画の内容が現状と異なる（サービス計画が変更されていない。）。 

・ サービス計画を作成した際に、当該サービス計画を利用者（入所者）に説明し、同意

を得ていること及び交付していることが確認できない。 

・ サービス計画の作成後、当該計画の実施状況の把握（モニタリング）を行ったことが

記録されていない。 



⑦  運営に関する基準（勤務体制の確保等） 

事業所（施設）ごとに、原則として月ごとの勤務表を作成し、従業者の日々の勤務時間、

職務の内容、常勤・非常勤の別、従業員の配置、兼務関係等を明確にすること。 

 

兼務している場合などは、それぞれの職種ごとの勤務状況を分けて記載する必要がある

ほか、有料老人ホーム等に併設している事業所（施設）で、当該事業所（施設）の従業者

が有料老人ホーム等の従業者を兼務している場合、訪問介護・予防給付型訪問サービスと

生活支援型訪問サービスなど勤務体制が異なる場合は、それぞれの勤務状況を分けて記載

すること。 

 

常勤職員、非常勤職員ともに、労働基準法に基づいて、賃金、労働時間等の労働条件 

を書面の交付により明示しなければならない。 

 

指定基準では、当該事業所（施設）の従業者によってサービスを提供することが義務 

付けられ、具体的には雇用契約等によって、管理者の指揮命令下になければならない。指

揮命令下にないボランティア等は従業者には含まれない。 

 

 

⑧  運営に関する基準（ハラスメント対策の強化） 

    基準省令上、特に留意すべきとされているのは以下のとおり。 

 

   ａ 事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発 

 職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメントを行ってはなら

ない旨の方針を明確化し、従業者に周知・啓発すること。 

   ｂ 相談・苦情に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備 

相談に対応する担当者をあらかじめ定めること等により、相談への対応のための窓

口をあらかじめ定め、労働者に周知すること。  

 

【指導事例】 

・ 月ごとの勤務表について、従業者の常勤・非常勤の別、兼務関係等が明確にわかるよ

うに作成されていない。 

・ 従業員の雇用条件が確認できる書類がない（雇用契約書・雇用条件通知書等）。 

・ 従業員に対し、研修への参加の機会が確保されていない。 

・ 研修の実施記録（日時、内容、受講者等）が整えられていない。 

【指導事例】 

・ ハラスメント対策に係る方針が分かる書類が作成されていない。 

・ ハラスメントに係る相談・苦情窓口が周知されていない。 



⑨  運営に関する基準（非常災害対策） 

非常災害に関する具体的計画（消防計画（これに準ずる計画を含む。）及び風水害、 

地震等の災害に対処するための計画）を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体

制を整備し、それらを定期的に従業者に周知すること。 

定期的に避難、救出その他必要な訓練を実施し、火災、地震、風水害など非常時の対 

策について、利用者等の安全の確保に万全を期すこと。 

 

（参考） 「介護保険施設等における災害時の避難について」（令和２年８月１８日事

務連絡） 

「介護保険施設等における非常災害対策計画の作成及び避難訓練の実施状況

の点検及び指導・助言について」（令和２年７月２２日老推発０７２２第１号

ほか） 

「防災情報を５段階の「警戒レベル」により提供することの社会福祉施設等

への周知（依頼）」（令和元年６月６日事務連絡） 

 

 

⑩  運営に関する基準（秘密保持等） 

従業者でなくなった後においても利用者等又はその家族の秘密を保持すべき旨を、従 

業者との雇用時等に取り決め、例えば違約金についての定めをおくなどの措置を講じるこ

と。 

 

【指導事例】 

・ 避難経路に備品等が置かれており、非常時の妨げとなっている。 

・ 風水害、地震等の非常災害に対処するための具体的計画が策定されていない。 

・ 消防訓練及び避難訓練等が定期的に行われていない。 

《対象サービス》通所介護、（介護予防）通所リハビリテーション、（介護予防）短期入

所生活介護、（介護予防）短期入所療養介護、（介護予防）特定施設入居者生活介護、

地域密着型通所介護、（介護予防）認知症対応型通所介護、（介護予防）認知症対応型

共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所

者生活介護、（介護予防）小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護、介

護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院、第１号通所事

業 

【指導事例】 

・ 事業所（施設）の従業者であった者が、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者

等又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じていない。 

・ サービス担当者会議等で利用者の家族の個人情報を使用する場合の同意を、あらかじ

め家族から得ていない（施設サービスを除く。）。 



個人情報利用の同意を得る際には、利用者だけでなく、個人情報を利用する家族からの

同意も得ること。なお、利用者の家族からの同意は、家族代表者からの包括的な同意を得

るなどの方法も考えられます。 

 

 

⑪  運営に関する基準（記録の整備） 

サービス提供の記録は、和歌山市においては、基準条例において「当該サービスを提供

した日から５年間」の保存が義務付けられている。 

 

また、保存年数を経過した記録の処分に当たっては、個人情報を漏洩することのないよ

う適切な方法で行うこと。 

 

 

⑫  運営に関する基準（各推進員） 

和歌山市独自の追加基準として、人権擁護推進員、災害対策推進員、安全管理対策推 

進員を配置することを条例により定めている（サービスの種類により適用しない項目があ

ります。）。 

 

各推進員の役割は次のとおり。 

人 権 擁 護 

推 進 員 

ⅰ 施設等職員に対し人権擁護に関する研修計画を作成し、当該計画に基

づき研修を実施する。当該研修は、施設等において職員に対し年に１回

以上実施しなければならない。 

ⅱ 施設等の現場における人権に対する正しい理解について、職員に対し

て適切な指導及び相談支援を行う。 

ⅲ 高齢者に対する虐待が起きないよう人権擁護推進員が中心となって他

の職員に適切な指導を行う。 

災 害 対 策 

推 進 員 

ⅰ 施設等における非常災害対策を推進するため、防災に関する知識の取

得に努めるとともに、消防機関等への速やかな通報体制、消防団や地域

住民との連携をとる等、職員に対して防災対策の周知徹底を図る。 

ⅱ 災害発生時に必要な備品や備蓄等についての点検及び確保を行う。 

【指導事例】 

・ サービス提供の記録が保存年数を待たずに破棄されている。 

【指導事例】 

・ 人権擁護推進員が配置されていない。また、職員に対し年に１回以上、人権擁護に関

する研修が実施されていない。 



安全管理対策 

推 進 員 

ⅰ 処遇中の事故防止のために、高齢者の心身の状態等を踏まえつつ、施

設等内外の設備の安全点検を計画的に実施する。 

ⅱ 施設等で使用する設備等について、衛生的な管理に努めるとともに、

施設等内において感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないように

必要な措置を講ずる。 

（参考）「介護サービス基準条例に関するＱ＆Ａ」 

（参考）「和歌山市老人福祉施設等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の

制定について」（平成２５年２月２０日和指第１２８５号・和介保第７７６号・

和福高第１０３４号） 

 

 

⑬  報酬に関する基準 

各種加算はそれぞれに要件が定められており、原則としてその全てを満たさなければ 

算定できない。また、算定要件に関係する記録は事実上必須である（例：提供したサー

ビスの具体的内容等）。 

 

加算の算定開始時のみだけでなく、定期的に各サービスの基準告示、留意事項通知、

厚生労働省のＱ＆Ａなどにおいて加算要件を確認し、適切な請求を行うこと。 

 

 

【指導事例】 

・ 加算の算定にあたり、必要とされる人員が示されている場合に、当該人員を満たして

いない。 

・ 加算の算定にあたり、算定要件を満たしていることが記録等から確認できない。 



介護職員等処遇改善関係加算について 

【令和７年度における介護職員等処遇改善加算の注意点】 

令和 6 年 6 月から、介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算、介護職員等ベースアッ

プ等支援加算が一本化され、「介護職員等処遇改善加算」（以下「新加算」という。）が創設されまし

た。この新加算の施行に当たっては、賃金規程の見直し等の事業者の事務負担に配慮し、令和 6 年度

中は経過措置期間が設けられています。そのため、令和 7 年度以降も新加算を継続して取得するために

は、令和 6 年度中に新加算移行の体制を整える必要があります。 

 

【新加算の経過措置について】 

令和 7 年度から経過措置廃止により満たす必要がある体制は以下のとおりになります。  

① 加算区分Ⅴ（１）～（14）の廃止に伴う、新加算Ⅰ～Ⅳへの移行  

② 新加算Ⅳの加算額の 1/2 以上を基本給等で配分する（月額賃金改善要件Ⅰ）  

③ 令和 7 年度以降の職場環境等要件の取り組み  

④ 「令和 6 年度内の対応の誓約」により、令和６年度当初から満たしたこととした要件 

 

① 加算区分Ⅴ（１）～（14）の廃止に伴う、新加算Ⅰ～Ⅳへの移行について  

旧３加算の算定状況に応じた加算区分Ⅴ（１）～（14）が廃止となるため、現在これらの加算区分

を取得している事業所は、新加算Ⅰ～Ⅳへの移行を検討する必要があります。移行先の加算区分につ

いては、下に掲載している「令和６年度中に対応が必要な要件（早見表）」を参考に、以降可能な加算

区分を確認し、対応が必須となる要件を満たすようにしてください。 

 



② 新加算Ⅳの加算額の 1/2 以上を基本給等で配分する（月額賃金改善要件Ⅰ） 

令和６年度中は「介護職員等ベースアップ等支援加算」の加算相当額の２/３以上を基本給等で配分

することで足りていました。しかし、令和７年度以降は、新加算Ⅳの加算額の１/２以上を基本給等で

配分する必要があります。より一層基本給等による賃金改善が求められるため、就業規則や賃金規程が

この要件を満たすことができているか確認し、必要であれば見直しをしてください。 

  

 

  



③ 令和 7 年度以降の職場環境等要件の取り組み  

令和 7 年度以降も新加算を取得するためには、令和 6 年度よりも多くの取組を実施する必要がありま

す。また、各区分の具体的取組内容にも違いがあるため、以下欄に掲載している職場環境等要件の表を

確認し、令和７年度中に実施できるよう体制を整えてください。なお、令和７年２月７日老発 020 7 第

５号「介護職員等処遇改善加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について

（令和７年度分）」の通知により、令和７年度中に要件を整備することを誓約した場合は、令和７年度

当初から要件を満たしたものと取り扱いが可能となること、また、介護人材確保・職場環境改善等事業

の申請を行った場合は、令和７年度における職場環境等要件に係る適用を猶予することとすることが決

定しました。詳しくは通知文をご覧ください。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



④ 「令和 6 年度内の対応の誓約」により、令和６年度当初から満たしたこととした要件  

キャリアパス要件Ⅰからキャリアパス要件Ⅲまでについて、令和６年度中に賃金体系等を整備する

ことを誓約した場合に限り、令和６年度当初から要件を満たしたこととし、新加算の取得が可能でし

た。以下欄に厚生労働省から提示されているキャリアパス・賃金規程例を掲載しますので、未整備の

事業所につきましては、規程例を参考に整備を進めてください。 

 

 

 

  



【その他】 

〇新加算取得において、ご留意いただきたい点を次のとおりまとめましたので、確認してください。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇令和７年２月末日時点で確定している情報を掲載しております。変更の可能性がありますので、令和

７年度計画書作成時には、令和７年度の算定要件に関する最新の情報を改めて確認してください。 

 

（参考） 

〇介護保険最新情報 Vol.1353「介護職員等処遇改善加算に関する基本的考え方並びに事務処 理手順及

び様式例の提示について（令和７年度分）」及び「介護職員等処遇改善加算に関するＱ＆Ａ（第１版）」

について    

【URL】https://www.mhlw.go.jp/content/001403286.pdf  

 

〇厚生労働省 介護職員の処遇改善 

【URL】https://www.mhlw.go.jp/shogu-kaizen/index.html 

 

〇和歌山市ホームページ 介護職員等処遇改善加算等について 

 【URL】https://www.city.wakayama.wakayama.jp/jigyou/fukusi/1002998/1027655.html 

 

・新加算の実績報告のタイミングについては、最終支払い月の翌々月の末日までとなっていま
す。年度の途中で加算の取下げや事業の廃止を行った事業者におかれましては実績報告書を
提出するタイミングに留意してください。 

・事業者が支払った賃金内容や国民健康保険団体連合会から送付された明細書を確認した上で、
実績報告書を作成してください。 

実績報告書関係 

・職位、職責又は職務内容の要件を定め、それに応じた賃金体制の確保及び就業規則等全従業者
に周知すること、また計画に沿った研修等の実施など、職場内の環境の充実を図ってくださ
い。 

・複数のサービス事業所を運営している事業者においては、新加算を算定していない事業所の職
員に対し、新加算による賃金改善を行わないでください。また事業所により加算区分が異なる
場合についても、支払い区分が混在しないよう明確に支払ってください。 

・事業者と従業者との間で賃金改善の認識がずれないよう、全ての従業者に明確な説明を行っ
てください。 

運営関係 

https://www.mhlw.go.jp/content/001403286.pdf
https://www.mhlw.go.jp/shogu-kaizen/index.html
https://www.mhlw.go.jp/shogu-kaizen/index.html

